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全日本年金者組合中央本部
年 金 相 談　室

	＊　後期高齢者医療制度をただちに廃止し、安心できる医療制度をつくれ
＊　「消えた・消された年金記録」は、１人の被害者も出さず最後の一人まで解決せよ

＊　受給資格期間２５年を、当面１０年に短縮せよ

· 全額国庫負担による最低保障年金制度をつくれ


　

今年は、８月３０日投票の衆議院議員選挙で民主党が圧勝し、政権交代という歴史的な年となり

ました。

情勢の大きな変化のなかで、年金相談室には、沢山の相談、意見、質問をお寄せいただきました。

来年は、年金者組合がこの情勢の変化を諸要求実現に生かし、国民のなかに大きく深く根付く年

となるようにと願っております。

質問にお答えします。

Ｑ，物価が下がっています。年金も下がりますか。

Ａ、物価が下がっています。「物価が下がれば年金も下げられるのでは？」と、みんな不安になります。

新聞報道、厚生労働省年金局の説明などによれば、「物価の下落が１．７％以内であれば、年金の

引き下げはなく、現状維持」とされています。

ホッとしますが、「何故？本当？」と疑問になります。

理由は、①　０４年年金法の改定後、物価が２回上昇（０．３％＋１．４％＝１．７％）したが、上昇分が抑

えられ年金額に反映していない、②　毎年１月末に総務省から発表される「全国消費者物価指数」が、

今回は１．７％以内の下落率であると予想されるため、①の１．７％分の範囲で調整するためです。

これは、景気対策などの政治的配慮などではなく、国民年金法附則７条など現行制度の法体系のなかでの調整です。

危惧されることとしては、物価の下落率が、①の１．７％を超えた場合には、超えた分の年金の引き下

げがあるということです。

　物価スライド、賃金スライド、マクロ経済スライド、そして今回の附則によるスライドの調整と、あまりに複

雑過ぎます。国民に理解できないような制度は、すみやかに改めるべきです。

　

Ｑ，政権交代して４ヶ月弱、「宙に浮いた年金記録問題」に進展はありますか。 

Ａ,　長妻厚生労働大臣は、年金記録問題に「国家プロジェクトとして取り組み、２年で解決する」と言

っています。対象者は高齢者であり、解決を急がねばなりません。

先ずは、「年金記録確認第三者委員会」の判断の基準を大胆に大幅にゆるめ、解決を急いで欲しい

のですが、まだ暗中模索の部分がかなりあると思います。

　長妻大臣は、民放番組で「国民年金、厚生年金受給者のうち、約２００万人の年金額が増える可能性

がある」と指摘したとのことです。言葉を代えれば、「少なくとも２００万人の受給権が侵害されている」こと

が明らかにされたことになります。相談室は、年金者組合への重要な問題提起と受け止めています。

さらに、申し立てが認められない口惜しさと怒りに耐えている人々、諦めている人々、「ねんきん特別

便」をそのままに放置している人々など、数千万の人々の存在があります。

年金者組合は、年金記録問題の解決に積極的に取り組み、国民が選んだ「政権の交代」を国民のた

めに生かし切れるように奮闘するときであると思います。

Q,無年金者にハガキが送られるとのことですが・・・ 

Ａ、今回、社会保険庁は、５０万人の無年金者に、ハガキの送付を始めました。１２月１８日から２４日に

かけて送付します。対象者は、資格期間２５年を満たさない６３歳以上の人です。

　このハガキは、合算対象期間の確認や、任意加入をすることによって、年金を受けられるようになる可

能性のある人に送られます。

このハガキを受け取った人は、放置せず、必ず社会保険事務所に行ってください。よくわからないとき

は、年金者組合にご相談ください。

Ｑ、任意加入制度は、どういうときに使えるのですか。
Ａ、年金を受給するためには、２５年の受給資格期間が必要です。２５年に含まれる期間としては、保険

料を払った期間以外に、「合算対象期間」といって、いろいろな期間を２５年の計算に入れることが出来

ます。任意加入は、①合算対象期間を含めても、どうしても２５年にならないときや②年金額を増やした

ときに使うことができます。

　６０歳になったときに、自分の年金加入記録を確認し、受給権の有無を知ることが重要です。

無年金者からの相談で、「６０歳のときに任意加入していれば間に合ったのに・・・」という例がかなりあ

ります。

　任意加入の手続きは簡単です。住所地の市区町村役場の国民年金係に申し出てください。

　厚生年金にも任意加入の制度がありますので、ご相談ください。　　　　　

　＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

全日本年金者組合は、中央本部と全都道府県本部、８００を超える支部が全国津々浦々で活動

しています。

年金相談室では、無料年金相談を行っています。

組合員はもちろん、組合員以外の方からの年金相談・意見・質問を歓迎します。

　「ねんきん特別便」、「ねんきん定期便」を受け取り、そのままになっている人、ぜひご相談ください。

　

全日本年金者組合は、「社会保険庁解体に反対し、新たに発足する日本年金機構を凍結せよ」と

主張しています。

ベテランの首を切り、民間による公的年金の運営で、公的年金制度は大丈夫でしょうか。

中央本部・年金相談室から

＊　年金相談日は、毎週、火曜日と木曜日、午前１１時から午後４時まで

電話・ＦＡＸ・手紙・メールなどで、相談・意見・質問なんでもお寄せください。

電話：０３－５９７８－２７５１　　ＦＡＸ：０３－５９７８－２７７７　メール aae41550@pop21.odn.ne.jp
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